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１ 復興推進プラン（令和５年度～令和８年度） ※「未来のための伝承・発信」部分抜粋

取組方向

東日本大震災津波伝承館をはじめとする県内の震災伝承施設等による事実・教訓の伝承や、防災・震災伝
承の担い手の育成、復興の姿の重層的な発信により、東日本大震災津波の事実と教訓を世界中の人々と共有
して震災の風化や関心の低下を防ぎ、自然災害に強い社会を実現することを目指します。

復興推進の取組

事実・教訓の伝承

多くの尊い命を奪った東日本大震災津波の悲しみ
を繰り返さないために、「東日本大震災津波を語り
継ぐ日条例」の趣旨にのっとり、未曾有の大規模災
害の事実や被災された方のこれまでの経験を踏まえ
た教訓を風化させることなく確実に伝承し、その教
訓を防災文化の中で培っていきます。
また、震災の事実と教訓を世界中の人々と共有し

て震災への関心の低下を防ぎ、自然災害に強い社会
を実現することを目指します。

復興情報発信

復興の取組を契機としたつながりを強め、将来に
わたって復興への理解を深めながら、継続的な支援
や多様な主体の復興への参画を促進していくため、
交流人口や岩手ファンの拡大につながる三陸地域の
多様な魅力や復興の姿を国内外に積極的に発信して
いきます。
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行程表（抜粋）

１ 復興推進プラン（令和５年度～令和８年度） ※「未来のための伝承・発信」部分抜粋
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２ 震災伝承施設等への来訪促進の取組（令和６年度）

№ 令和６年度事業名 主な事業内容 所管部局

1 復興情報発信事業費 ①県内の震災伝承施設等をつなぐウェブサイトを開設（令和７年３月上旬公開予定）

②いわて復興未来塾・いわて三陸復興フォーラム開催（令和６年９月開催）

③復興情報発信番組を制作・放送（福岡県：令和７年２月22日、岩手県：令和７年３月８日）

④東日本大震災風化防止イベントの開催（東京都・汐留シオサイト 令和７年３月７日～11日）

⑤「ぼうさいこくたい」（令和６年10月）や、ＳＮＳで県内震災伝承施設等の情報を発信 等

復興防災部

2 新しい三陸振興推進費
防災学習と三陸の地域資源を活用した、企業研修及び大学のフィールドワーク向けＰＲを実施

ふるさと振興部

3 いわて教育旅行誘致促進事業 貸切バスを使用した教育旅行を催行する旅行業者等に、予算の範囲内で催行に要する経費に補助金を交付

（三陸地域に宿泊：50,000円 三陸地域以外に宿泊：20,000円）

商工労働観光部

4 いわての復興教育スクール（内陸） 「いわての復興教育」推進校を指定し、以下の２つの事業を実施した場合に経費を負担（文部科学省事業）

①中学校区で連携した復興教育推進体制の構築、地域内で連携した復興教育推進体制の構築（県立学校）

②系統的・体系的な「いわての復興教育」の推進（市町村立小中学校、県立学校）

教育委員会

5 いわての復興教育スクール（沿岸） 沿岸12市町村に位置する小中学校、義務教育学校、県立学校が以下を実施する場合に経費を負担

①いわての復興教育スクール ※地域の実情に応じた特色ある教育活動

②交流学習スクール ※沿岸部と内陸部の学校の交流活動

③震災学習列車活用スクール ※三陸鉄道の震災学習列車の活用

教育委員会

6 震災教訓伝承発信事業 震災教訓伝承発信ガイドセミナーの開催（令和６年12月） 沿岸広域振興局

7 震災学習による三陸誘客周遊促進事業 ①北海道からの誘客促進

北海道地域を対象としたモニターツアー、三陸鉄道㈱との連携によるプロモーション(旅行エージェント訪問等

②首都圏からの誘客促進

東日本大震災津波伝承館をゲートウェイとし、三陸鉄道等を中心とした沿岸地域を周遊する旅行商品の造成、催行支援

三陸鉄道㈱やバス会社等との連携によるプロモーション（旅行エージェント訪問等）

③仙台圏からの誘客促進

三陸鉄道㈱との連携によるプロモーション（旅行エージェント、東北観光推進機構訪問 等）

沿岸広域振興局

8 東日本大震災津波伝承館管理費 エントランスで県内震災伝承施設の情報発信、パンフレット配架（常時） 復興防災部

未来のための伝承・発信の取組は東日本大震災津波伝承館だけで完結するものではなく、県内各震災伝承施設等の取組と
の連携が必要と考えおり、上表の取組等を通じて、周遊や連携の促進に取り組んでいるものであること。
（県の施策の効果を図る一例として、「東日本大震災津波伝承館来館者数」を指標としているもの。）
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［参考１］三陸防災復興プロジェクトパンフレット「震災からの学びと三陸の多様な魅力にふれる」から一部抜粋
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［参考２］主な県内震災伝承施設における入館者数の推移（開館～令和５年度）

令和元年度（※） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計

148,737人 170,699人 168,613人 207,009人 254,315人 949,373人

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

18,928人 31,392人 28,065人 19,608人 21,060人 19,670人 18,894人

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計

20,625人 7,670人 10,596人 13,630人 14,013人 224,151人

平成30年度（※） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計

2,494人 66,785人 29,680人 24,371人 27,172人 29,335人 179,837人

■東日本大震災津波伝承館 ※ 令和元年９月開館

■いのちをつなぐ未来館（釜石市） ※ 平成31年3月開館

■学ぶ防災ガイド（宮古市）



○ 県内の震災伝承施設等をつなぐウェブサイトについて、３月上旬を目途に開設する予定

○ 令和７年度は、当該サイトを活用した震災伝承施設等のネットワーク化に取り組む予定

３ 震災伝承施設等のネットワーク化に向けて

【令和７年度の取組の方向性】

○ ウェブサイトを活用した情報発信を推進するため、
関係市町村、震災伝承施設等との連携を強化

○ 三陸DMOセンター、3.11伝承ロード推進機構、庁
内関係部局等と連携し、県内各地の震災伝承施設
等と三陸の地域資源との一体的な発信を推進

【令和６年度の取組】

○ 令和６年９月に開催した「いわて復興未来塾」に
おいて、三陸ジオパーク、みちのく潮風トレイルや
震災伝承の相互連携の可能性を確認

○ ３月上旬に県内震災伝承施設等をつなぐウェブサ
イトを公開
▶ 県内施設・団体の詳細情報を一体的に把握可能
▶ 目的にあった団体等を見つけやすくするため、
検索機能を設けるほか、教育活動での利活用モデ
ルを紹介

▶ 震災伝承施設等の周辺観光スポットも紹介

いわて震災伝承施設・団体ガイド
IWATE TSUTAERU

～ 語り継ぐ 未来のために ～

県内の震災伝承施設・団体を紹介

岩手県内の震災伝承施設・団体の概要、

体験プログラム等の情報を紹介します。

教育活動での利活用モデルを紹介

岩手県内の公立学校における震災伝承施設

・団体の活用事例から、事前学習、現地学習、
事後学習等の学習モデルを紹介します。
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４ 団体支援の取組事例

［釜石市ホームページから］ ［大船渡市ホームページから］

○ 資金面では「ふるさと納税」（釜石市の事例）、人材面では「地域おこし協力隊」（大船
渡市の事例）を活用したＮＰＯ等の支援制度が県内の自治体にも存在する。

○ これらの支援制度は、震災伝承や地域防災などにも活用可能なのではないか。
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［出典］2019.11 地域安全学会論文集№35（東北大学 災害科学国際研究所、新潟青陵大学 福祉心理学部）
「震災体験の「語り」が生理・心理・記憶に及ぼす影響： 語り部本人・弟子・映像・音声・テキストの違いに着目した実験的研究」

［直後］➤音声が最も高い（「音声だけ」に情報が限定された方が記憶を確保する上で良い。）
➤「語り」が本人か否か、表現の微妙な違いは、あまり影響がない。

５ 震災体験の「語り」が記憶に及ぼす影響調査

東日本大震災津波の体験談を、
別々の方法で５つのグループに伝え、直後と８カ月後の記憶の状況を調査

生語り(本人) 生語り(弟子) 語り映像 語り音声 文 字

再

生

量
（
注
）

(注)再生量
本調査における記憶量の計測単位量

［８カ月後］➤「生語り」が最も記憶されており、直後からの記憶の減少が最も小さい。
➤ 一方、他の方法での記憶は大きく減少している。

○ 中長期的な記憶においては、「本人」から直接的に体験を聞くことが有効
○ 本人(当事者)だけでなく、弟子(当事者の話を理解した人)が伝えることも同様に有効

［直後平均］ 67.5

［８カ月後平均］24.4
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６ 震災の経験・知識が活かされた事例


